
土地利用基本計画の変更について

令和７年３月

愛媛県



別紙様式
変更内容説明書

１　五地域区分の変更概要

(1)　総括表

注１：県土面積は、令和６年７月１日現在の国土地理院公表の県土面積である。

注２：五地域区分の面積は、土地利用基本計画上で計測したものである。
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348,383.0 61.4%

404,769.3 71.3%

39,891.0 7.0%

1,947.0 0.3%

五地域計
（ｆ：a+b+c+d+e）

自然公園地域(d)

自然保全地域(e) 1,947.0 0

変更後の計画面積

差引面積(ha）
（④：②-③）

五地域区分

都市地域(a） 132,792.0 23.4%

面積(ha）
(⑤：①＋④）

割合（％）
(⑥：⑤／県土面積）

現行計画の面積 変更する面積

割合（％）
（①／県土面積）

拡大面積(ha）
(②）

縮小面積(ha）
（③）

0

白地地域

県土面積

132,792.0

348,383.0

404,775.0

39,891.0

農業地域(b）

森林地域(ｃ）

2,793.0

567,589.0



(2)　変更地域別概要

名称 面積 名称 面積 地目 面積

都農 1.6 調整 1.6 その他 1.6

都農 4.1 その他 4.1

0 5.7合　　　　　　　計

2

許可日：令和3年5月27日
完了確認調査日：令和5年11月29日
愛媛県森林審議会：令和6年12月17日
林野庁協議：令和6年12月20日

肱川
森林計画区
森林地域
（９－５）

八幡浜市保内町宮内 4.1

変更を必要とする理由
（地域設定に伴う土地利用

に関する基本的事項）

森林を開発し、太陽光発電所敷地を造成す
るもので、森林として管理する必要がなく
なったため。

関連する
個別規制法

の措置
（予定）

個別規制法の調整状況拡大面積
(ha）

縮小面積
(ha）

他地域と
の重複

細区分の
指定状況

白地地
域の増

減

変更部分の
地目現況（ha）

森林法に基づく肱川森林
計画の変更
（R７年４月予定）

森林を開発し、資材置場を造成するもので、
森林として管理する必要がなくなったため。

森林法に基づく今治松山
森林計画の変更
（R７年４月予定）

許可日：平成21年2月25日
完了確認調査日：令和5年6月30日
愛媛県森林審議会：令和6年12月17日
林野庁協議：令和6年12月20日

整
理
番
号

変更地域名
（図面番号）

関係
市町村名

変更する面積 変更部分の重複状況（ｈａ）

1

今治松山
森林計画区
森林地域
（９－３）

松山市食場町 1.6



２　計画図（変更区域・変更位置図）

　１．森林地域の縮小（松山市）

　２．森林地域の縮小（八幡浜市）



 

愛媛県土地利用基本計画図 変更位置図 

１．森林地域（縮小）松山市 

２．森林地域（縮小）八幡浜市 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

題名：変更区域図１ 

図の中心位置： 縮尺 33.860, 132.820 （北緯,東経） 1:10000 

１ 松山今治森林計画区森林地域(縮)(9‐3) 

 



 
題名：変更区域図２ 

図の中心位置： 縮尺 33.510, 132.400 （北緯,東経） 1:10000 

２ 肱川森林計画区森林地域(縮)(9‐5) 



３　計画書

計画書の項目 変更前の記述 変更後の記述 変更を必要とする理由

①土地利用の基本方向
　・県土利用の基本方向
　・地域類型別の県土利用の基本方向

別紙のとおり 別紙のとおり
第五次愛媛県国土利用計画（令和６年２月策定）の記述に合
わせた変更
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愛媛県土地利用基本計画書 

 

前   文 

 

 本土地利用基本計画（以下「基本計画」という。）は、愛媛県の区域に

ついて適正かつ合理的な土地利用を図るため、国土利用計画法第９条の

規定に基づき、国土利用計画（全国計画及び愛媛県計画）を基本として

策定した。 

本基本計画は、国土利用計画法に基づく土地取引規制及び遊休土地に

関する措置、土地利用に関する他の諸法律に基づく開発行為の規制その

他の措置を実行するに当たっての基本となる計画である。すなわち、都

市計画法、農業振興地域の整備に関する法律、森林法、自然公園法、自

然環境保全法等（以下「個別規制法」という。）に基づく諸計画に対する

上位計画として行政内部の総合調整機能を果たすとともに、土地取引に

関しては直接的に、開発行為については個別規制法を通じて間接的に規

制の基準としての役割を果たすものである。 

 

 

第１ 土地利用の基本方向  

１ 県土利用の基本方向  

 愛媛県の区域における国土（以下「県土」という。）の利用は、県土が

現在及び将来における県民のための限られた資源であるとともに、生活

及び生産を通ずる諸活動の共通の基盤であることを考慮して、公共の福

祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、地域の自然的、社会的、経

済的及び文化的条件に配意し、健康で文化的な生活環境の確保と県土の

均衡ある発展を図ることを基本理念として、総合的かつ計画的に行われ

なければならない。 

 本県の県土利用をめぐる諸条件の変化と課題をみると、人口減少や超

少子高齢化の本格的な進展により県土利用や管理に大きな影響を与える

ため、県土を荒廃させない取組を進めていくことや、大規模災害に対

し、被害を最小化し、速やかに復旧・復興できる県土の構築に向けた国

愛媛県土地利用基本計画書 

 

前   文 

 

 本土地利用基本計画（以下「基本計画」という。）は、愛媛県の区域に

ついて適正かつ合理的な土地利用を図るため、国土利用計画法第９条の

規定に基づき、国土利用計画（全国計画及び愛媛県計画）を基本として

策定した。 

 本基本計画は、国土利用計画法に基づく土地取引規制及び遊休土地に

関する措置、土地利用に関する他の諸法律に基づく開発行為の規制その

他の措置を実行するに当たっての基本となる計画である。すなわち、都

市計画法、農業振興地域の整備に関する法律、森林法、自然公園法、自

然環境保全法等（以下「個別規制法」という。）に基づく諸計画に対する

上位計画として行政内部の総合調整機能を果たすとともに、土地取引に

関しては直接的に、開発行為については個別規制法を通じて間接的に規

制の基準としての役割を果たすものである。 

 

 

第１ 土地利用の基本方向  

１ 県土利用の基本方向  

 愛媛県の区域における国土（以下「県土」という。）の利用は、県土が

現在及び将来における県民のための限られた資源であるとともに、生活

及び生産を通ずる諸活動の共通の基盤であることを考慮して、公共の福

祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、地域の自然的、社会的、経

済的及び文化的条件に配意し、健康で文化的な生活環境の確保と県土の

均衡ある発展を図ることを基本理念として、総合的かつ計画的に行われ

なければならない。 

 本県の県土利用を巡る諸条件の変化をみると、今後も少子化による人

口の減少や高齢化が避けられない状況にあり、また、経済社会諸活動

は、産業の高付加価値化や構造変化などを伴いながら、成熟化に向かっ

ていくものと見通される。 
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土強靭化の取組を進めていくことが重要となっている。また、良好な自

然環境の喪失・劣化と生物多様性の損失が続いており、エネルギーの海

外依存リスクの高まりを受け、再エネの導入促進が求められる一方、地

域社会との共生が課題となっている。さらに、デジタルを徹底活用した

官民連携による地域課題の解決を図ることにより、豊かさを実現し、

人々が安心して住み続けられる地域づくりを進めることが必要である。 

 このような状況を踏まえ、①地域全体の利益を実現する最適な県土利

用・管理、②土地本来の災害リスクを踏まえた賢い県土利用・管理、③

健全な生態系の確保によりつながる県土利用・管理、④県土利用・管理

ＤＸ、⑤多様な主体の参加と官民連携による県土利用・管理を推進し、

持続可能で自然と共生した県土利用・管理を目指すものとする。 

 地域全体の利益を実現する最適な県土利用・管理に関しては、都市に

ついては、地域の状況を踏まえつつ、都市機能や住居を中心部や生活拠

点に集約化し、郊外への市街地の無秩序な拡大を抑制し、農地について

は、農業の担い手への農地集積・集約を推進し、荒廃農地の発生防止と

利用を図ることとする。また、地域の持続性確保につながる産業集積の

ための土地利用転換など関連制度の弾力的活用等により積極的な土地利

用の最適化を推進するものとする。 

 土地本来の災害リスクを踏まえた賢い県土利用・管理に関しては、気

候変動に伴う水災害の激甚化・頻発化に対応する「流域治水」を推進す

るとともに、災害ハザードエリアにおける開発抑制とより安全な地域へ

の都市機能や居住を誘導するものとする。また、事前防災・事前復興の

観点からの地域づくりを推進するものとする。 

 健全な生態系の確保によりつながる県土利用・管理に関しては、保護

地域拡充と保護地域以外で生物多様性保全に資する地域（OECM）の設

定・管理促進による広域的な生態系ネットワークを形成し、グリーンイ

ンフラなど自然環境が有する多様な機能の活用や、地域課題解決を図る

こととする。また、カーボンニュートラルの実現に向けた地域共生型再

生可能エネルギー関連施設の立地誘導を図るものとする。 

 県土利用・管理ＤＸに関しては、地理空間情報等のデジタルデータ、

リモートセンシング等のデジタル技術の徹底活用による県土利用・管理

 また、県土の安全性に対する要請及び心の豊かさや自然との触れ合い

に対する志向が高まっている。 

 このような状況を踏まえ、県土の利用に当たっては、長期にわたる内

外の潮流変化を展望しつつ、豊かな生活や活力ある生産が展開できる場

として県土の魅力を総合的に向上させることなどにより、限られた県土

資源を前提として、その有効利用を図りつつ、県土の利用目的に応じた

区分ごとの土地需要の量的調整を行い、また、県土利用の質的向上を一

層積極的に推進するものとする。 

 土地需要の量的調整に関しては、都市的土地利用については、土地の

高度利用及び低未利用地の有効利用を促進し、自然的土地利用について

は、農用地、森林等の適正な保全と耕作放棄地等の適切な利用を図るも

のとする。 

 なお、土地利用の転換については、公害の防止、自然環境及び歴史的

風土の保全等に配慮するとともに、土地利用の可逆性が容易に得られな

いこと等に照らして慎重な配慮の下で計画的に行うことが重要である。 

県土利用の質的向上に関しては、安全で安心できる県土利用、自然と

共生する持続可能な県土利用、美しくゆとりある県土利用といった観点

を基本とすることが重要である。 
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の効率化・高度化を図り、各主体が所有するデータのオープン化や連携

を促進するものとする。 

 多様な主体の参加と官民連携による県土利用・管理に関しては、所有

者不明土地や管理不全の土地の公共的管理の促進及び拡大に向けた官民

連携による取組を推進し、地域の課題を解決する協議会等の機能の確保

を図るものとする。 

 

 

２ 地域類型別の県土利用の基本方向  

 地域類型別の県土利用に当たっては、都市、農山漁村、自然維持地域

は互いに独立して存在するものではなく、相互貢献や連携により相乗効

果を生み出し、空間の質的向上を図ることが重要である。 

 都市については、災害ハザードエリアにおける開発抑制を行い、より

安全な地域へ都市機能や居住を誘導するなど、都市機能や居住を中心部

や生活拠点に集約化し、低未利用土地の利用の円滑化や適正な管理を促

進する。また、グリーンインフラや Eco-DRR として設定・管理すること

により、自然環境の保全・再生、さらに、都市活動による環境への負荷

の小さい都市の形成を図る。 

 農山漁村については、多様な地域資源の活用を通じた雇用促進や所得

向上を図り、中山間地域等における集落機能を維持・強化し良好な県土

管理を継続させるとともに、農用地の保全等による活性化を推進する。

また、デジタル技術を活用した鳥獣被害対策とジビエ利活用の取組を図

るとともに、森林サービス産業等の育成によって山村価値の創造を図

る。 

 自然維持地域については、自然環境の適切な保全・再生を図るととも

に、外来種や鳥獣による生態系への被害の防止等の対策を総合的に進め

る。また、グリーンインフラや Eco-DRR など自然環境の有する多様な機

能の活用により自然とのふれあいの場としての適切な利用等を図り、生

物多様性に関する取組を社会に浸透させ、自然環境の保全・再生・活用

を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域類型別の県土利用の基本方向  

 地域類型別の県土利用に当たっては、都市、農山漁村及び自然維持地

域の役割、県土資源の有限性並びに地域の自然的、社会的、経済的及び

文化的条件に配意し、必要な基礎的条件を整備し、県土の調和ある有効

利用とともに環境の保全が図られるよう適切に対処しなければならな

い。 

 都市については、土地利用の高度化を図るとともに、低未利用地の有

効利用を促進する。また、自然条件や防災施設の整備状況を考慮した土

地利用への誘導等により災害に対する安全性を高めるとともに、都市活

動による環境への負荷の低減に努めるなど、美しくゆとりのある環境の

形成を図る。 

 農山漁村については、地域特性を踏まえた良好な生活環境の整備など

を進める。このような対応の中で、優良農用地及び森林を確保するとと

もに、その整備と利用の高度化を図る。併せて農山漁村景観の維持・形

成を図るとともに、都市との交流を促進する。 

 自然環境が優れた状態を維持している地域、野生生物の重要な生息・

生育地、貴重な自然の風景地等自然環境を保全すべき地域については、

人為的な影響を避けて自然の状況に対応した適正な保全を図るとともに

必要に応じて復元を図る。また、優れた自然の風景を有する地域及び水

際の自然が維持されている海浜等については、その保護・保全を図ると

ともに、自然との触れ合いによる保健・休養の場としての利用の促進を

図る。 
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３ 土地利用の原則  

 土地利用は、別添土地利用基本計画図に図示された都市地域、農業地

域、森林地域、自然公園地域及び自然保全地域の五地域ごとに、それぞ

れ次の原則に従って適正に行わなければならない。 

なお、五地域のいずれにも属さない地域においては、当該地域の特性

及び周辺地域との関連等を考慮して適正な土地利用を図るものとする。 

  

(1) 都市地域  

 都市地域は、一体の都市として総合的に開発し、整備し及び保全する

必要がある地域である。 

 都市地域の土地利用については、良好な都市環境の確保及び形成並び

に機能的な都市基盤の整備等に配慮しつつ、既成市街地の整備を推進す

るとともに、市街化区域（都市計画法第７条第１項に規定する市街化区

域をいう。以下同じ｡）又は用途地域（都市計画法第８条第１項第１号に

規定する用途地域をいう。以下同じ｡）において、今後新たに必要とされ

る宅地を計画的に確保し、整備することを基本とする。 

 

ア 市街化区域においては、安全性、快適性、健康性等に十分配慮し

た市街地の開発、交通体系の整備、上下水道その他の都市施設の整

備を計画的に推進するとともに、当該区域内の樹林地、水辺地等の

自然環境を形成しているもので、良好な生活環境を維持するために

不可欠なものについては、積極的に保護、育成を図るものとする｡ 

 

イ 市街化調整区域(都市計画法第 7 条第１項に規定する市街化調整区

域をいう。以下同じ。)においては、特定の場合を除き、都市的な利

用を避け、良好な都市環境を保持するための緑地等の保全を図るも

のとする｡ 

 

ウ 市街化区域及び市街化調整区域に関する都市計画が定められてい

ない都市計画区域における用途地域内の土地利用については、市街

 

３ 土地利用の原則  

 土地利用は、別添土地利用基本計画図に図示された都市地域、農業地

域、森林地域、自然公園地域及び自然保全地域の五地域ごとに、それぞ

れ次の原則に従って適正に行わなければならない。 

なお、五地域のいずれにも属さない地域においては、当該地域の特性

及び周辺地域との関連等を考慮して適正な土地利用を図るものとする。 

  

(1) 都市地域  

 都市地域は、一体の都市として総合的に開発し、整備し及び保全する

必要がある地域である。 

 都市地域の土地利用については、良好な都市環境の確保及び形成並び

に機能的な都市基盤の整備等に配慮しつつ、既成市街地の整備を推進す

るとともに、市街化区域（都市計画法第７条第１項に規定する市街化区

域をいう。以下同じ｡）又は用途地域（都市計画法第８条第１項第１号に

規定する用途地域をいう。以下同じ｡）において、今後新たに必要とされ

る宅地を計画的に確保し、整備することを基本とする。 

 

ア 市街化区域においては、安全性、快適性、健康性等に十分配慮し

た市街地の開発、交通体系の整備、上下水道その他の都市施設の整

備を計画的に推進するとともに、当該区域内の樹林地、水辺地等の

自然環境を形成しているもので、良好な生活環境を維持するために

不可欠なものについては、積極的に保護、育成を図るものとする｡ 

 

イ 市街化調整区域(都市計画法第 7 条第１項に規定する市街化調整区

域をいう。以下同じ。)においては、特定の場合を除き、都市的な利

用を避け、良好な都市環境を保持するための緑地等の保全を図るも

のとする｡ 

 

ウ 市街化区域及び市街化調整区域に関する都市計画が定められてい

ない都市計画区域における用途地域内の土地利用については、市街
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化区域における土地利用に準ずるものとし、用途地域以外の都市地

域において都市的土地利用を行う場合は、環境の保全及び農林地の

保全をする地域をできる限り維持するよう努めるものとする。 

  

(2) 農業地域  

 農業地域は、農用地として利用すべき土地があり、総合的に農業の振

興を図る必要がある地域である。 

農業地域の土地利用については、農用地が食糧供給源として最も基礎

的な土地資源であるとともに、良好な生活環境や自然環境の構成要素で

あることを考慮し、現況農用地は極力その保全と有効利用を図るととも

に、県土の有効利用、生産性の向上等の見地から農用地区域（農業振興

地域の整備に関する法律第 8 条第 2 項第 1 号の農用地区域をいう｡以下同

じ｡）において、今後新たに必要とされる農用地を計画的に確保し、整備

するものとする。 

 

ア 農用地区域内の土地は、農業生産の基盤として確保されるべき土

地であることを考慮し、土地改良、農用地造成等の農業基盤の整備

を計画的に推進するとともに、他用途への転用は行わないものとす

る｡ 

 

イ 農用地区域を除く農業地域内の農地等については、都市計画等農

業以外の土地利用計画との調整を了した場合には、その転用は極力

調整された計画等を尊重し、優良農地は後順序に転用されるよう努

めるものとし、農業以外の土地利用計画との調整を了しない地域及

び農業以外の土地利用計画の存しない地域においては、優良農地の

転用は原則として行わないものとする｡ 

  

(3) 森林地域  

 森林地域は、森林の土地として利用すべき土地があり、林業の振興又

は森林の有する諸機能の維持増進を図る必要がある地域である｡ 

 森林地域の土地利用については、森林が木材生産等の経済的機能を持

化区域における土地利用に準ずるものとし、用途地域以外の都市地

域において都市的土地利用を行う場合は、環境の保全及び農林地の

保全をする地域をできる限り維持するよう努めるものとする。 

  

(2) 農業地域  

 農業地域は、農用地として利用すべき土地があり、総合的に農業の振

興を図る必要がある地域である。 

農業地域の土地利用については、農用地が食糧供給源として最も基礎

的な土地資源であるとともに、良好な生活環境や自然環境の構成要素で

あることを考慮し、現況農用地は極力その保全と有効利用を図るととも

に、県土の有効利用、生産性の向上等の見地から農用地区域（農業振興

地域の整備に関する法律第 8 条第 2 項第 1 号の農用地区域をいう｡以下同

じ｡）において、今後新たに必要とされる農用地を計画的に確保し、整備

するものとする。 

 

ア 農用地区域内の土地は、農業生産の基盤として確保されるべき土

地であることを考慮し、土地改良、農用地造成等の農業基盤の整備

を計画的に推進するとともに、他用途への転用は行わないものとす

る｡ 

 

イ 農用地区域を除く農業地域内の農地等については、都市計画等農

業以外の土地利用計画との調整を了した場合には、その転用は極力

調整された計画等を尊重し、優良農地は後順序に転用されるよう努

めるものとし、農業以外の土地利用計画との調整を了しない地域及

び農業以外の土地利用計画の存しない地域においては、優良農地の

転用は原則として行わないものとする｡ 

  

(3) 森林地域  

 森林地域は、森林の土地として利用すべき土地があり、林業の振興又

は森林の有する諸機能の維持増進を図る必要がある地域である｡ 

 森林地域の土地利用については、森林が木材生産等の経済的機能を持
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つとともに、県土の保全、水源のかん養、保健・休養、自然環境の保全

等の公益的機能を通じて県民生活に大きく寄与していることを考慮し、

必要な森林の確保を図るとともに、森林の有する多目的機能が、最高度

に発揮されるようその整備を図るものとする｡ 

ア 保安林（森林法第 25 条第 1 項に規定する保安林をいう。以下同

じ｡）については県土の保全、水源のかん養、自然環境の保全等の公

益的機能の積極的な維持増進を図るべきものであることを考慮し、

適正な管理を行うとともに、他用途への転用は行わないものとする｡ 

イ 保安林以外の森林地域については、経済的機能及び公益的機能の

維持増進を図るものとし、林地の保全に特に留意すべき森林､施業方

法を特定されている森林､水源として依存度の高い森林及び優良人工

造林地又はこれに準ずる天然林等の機能の高い森林については､極力

他用途への転用を避けるものとする｡ 

   なお､森林を他用途へ転用する場合には､森林の保続培養と林業経

営の安定に留意しつつ､災害の発生､環境の悪化等の支障をきたさな

いよう十分考慮するものとする。 

 

 (4) 自然公園地域  

 自然公園地域は､優れた自然の風景地で、その保護及び利用の増進を図

る必要がある地域である｡ 

自然公園地域の土地利用については､自然公園が優れた自然の風景地で

あり､その利用を通じて県民の保健､休養及び教化に資するものであるこ

とを考慮し､優れた自然の保護とその適正な利用を図るものとする｡ 

 

ア 特別保護地区（自然公園法第 18 条第１項に規定する特別保護地区

をいう｡）については、その設定の趣旨に即して､その景観の厳正な

維持を図るものとする｡ 

イ 特別地域（自然公園法第 17 条第１項又は第 42 条第１項に規定す

る特別地域をいう｡以下同じ｡）については､その風致の維持を図るべ

きものであることを考慮し､都市的利用､農業的利用等を行うための

開発行為は極力避けるものとする｡ 

つとともに、県土の保全、水源のかん養、保健・休養、自然環境の保全

等の公益的機能を通じて県民生活に大きく寄与していることを考慮し、

必要な森林の確保を図るとともに、森林の有する多目的機能が、最高度

に発揮されるようその整備を図るものとする｡ 

ア 保安林（森林法第 25 条第 1 項に規定する保安林をいう。以下同

じ｡）については県土の保全、水源のかん養、自然環境の保全等の公

益的機能の積極的な維持増進を図るべきものであることを考慮し、

適正な管理を行うとともに、他用途への転用は行わないものとする｡ 

イ 保安林以外の森林地域については、経済的機能及び公益的機能の

維持増進を図るものとし、林地の保全に特に留意すべき森林､施業方

法を特定されている森林､水源として依存度の高い森林及び優良人工

造林地又はこれに準ずる天然林等の機能の高い森林については､極力

他用途への転用を避けるものとする｡ 

   なお､森林を他用途へ転用する場合には､森林の保続培養と林業経

営の安定に留意しつつ､災害の発生､環境の悪化等の支障をきたさな

いよう十分考慮するものとする。 

 

 (4) 自然公園地域  

 自然公園地域は､優れた自然の風景地で、その保護及び利用の増進を図

る必要がある地域である｡ 

自然公園地域の土地利用については､自然公園が優れた自然の風景地で

あり､その利用を通じて県民の保健､休養及び教化に資するものであるこ

とを考慮し､優れた自然の保護とその適正な利用を図るものとする｡ 

 

ア 特別保護地区（自然公園法第 18 条第１項に規定する特別保護地区

をいう｡）については、その設定の趣旨に即して､その景観の厳正な

維持を図るものとする｡ 

イ 特別地域（自然公園法第 17 条第１項又は第 42 条第１項に規定す

る特別地域をいう｡以下同じ｡）については､その風致の維持を図るべ

きものであることを考慮し､都市的利用､農業的利用等を行うための

開発行為は極力避けるものとする｡ 



愛媛県土地利用基本計画書新旧対照表 

7/10  

新 旧 

ウ その他の自然公園地域においては､都市的利用又は農業的利用を行

うための大規模な開発その他自然公園としての風景地の保護に支障

をきたすおそれのある土地利用は極力避けるものとする｡ 

  

(5) 自然保全地域  

 自然保全地域は､良好な自然環境を形成している地域で､その自然環境

の保全を図る必要がある地域である｡ 

 自然保全地域の土地利用については､自然環境が人間の健康的で文化的

な生活に欠くことのできないものであることを考慮し、広く県民が､その

恵沢を亨受するとともに、将来の県民に自然環境を継承することができ

るよう､積極的に保全を図るものとする。 

 

ア 特別地区（自然環境保全法第 25 条第１項又は第 46 条第 1 項に規

定する特別地区をいう。以下同じ。）においては、その指定の趣旨を

考慮し､特定の自然環境の状況に対応した適正な保全を図るものとす

る｡ 

イ その他の自然保全地域においては、原則として土地の利用目的を

変更しないものとする｡ 

 

第２ 五地域区分の重複する地域における土地利用に関する調整指導方

針 

都市地域､農業地域､森林地域､自然公園地域又は自然保全地域のうちの

２地域が重複している地域においては､次に掲げる調整指導方針に即し､

また３以上の地域が重複する地域においては､次に掲げる調整指導方針に

おけるそれぞれの関係からみた優先順位､指導の方向等を考慮して､第１

の２に掲げる地域類型別の県土利用の基本方向に沿った適正かつ合理的

な土地利用を図るものとする｡ 

  

１ 都市地域と農業地域とが重複する地域  

(1) 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と農用地区域とが重複す

る場合 

ウ その他の自然公園地域においては､都市的利用又は農業的利用を行

うための大規模な開発その他自然公園としての風景地の保護に支障

をきたすおそれのある土地利用は極力避けるものとする｡ 

  

(5) 自然保全地域  

 自然保全地域は､良好な自然環境を形成している地域で､その自然環境

の保全を図る必要がある地域である｡ 

 自然保全地域の土地利用については､自然環境が人間の健康的で文化的

な生活に欠くことのできないものであることを考慮し、広く県民が､その

恵沢を亨受するとともに、将来の県民に自然環境を継承することができ

るよう､積極的に保全を図るものとする。 

 

ア 特別地区（自然環境保全法第 25 条第１項又は第 46 条第 1 項に規

定する特別地区をいう。以下同じ。）においては、その指定の趣旨を

考慮し､特定の自然環境の状況に対応した適正な保全を図るものとす

る｡ 

イ その他の自然保全地域においては、原則として土地の利用目的を

変更しないものとする｡ 

 

第２ 五地域区分の重複する地域における土地利用に関する調整指導方

針 

都市地域､農業地域､森林地域､自然公園地域又は自然保全地域のうちの

２地域が重複している地域においては､次に掲げる調整指導方針に即し､

また３以上の地域が重複する地域においては､次に掲げる調整指導方針に

おけるそれぞれの関係からみた優先順位､指導の方向等を考慮して､第１

の２に掲げる地域類型別の県土利用の基本方向に沿った適正かつ合理的

な土地利用を図るものとする｡ 

  

１ 都市地域と農業地域とが重複する地域  

(1) 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と農用地区域とが重複す

る場合 
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農用地としての利用を優先するものとする。 

(2) 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と農用地区域以外の農業

地域とが重複する場合 

土地利用の現況に留意しつつ､農業上の利用との調整を図りな

がら、都市的な利用を認めるものとする。 

  

２ 都市地域と森林地域とが重複する地域  

(1) 都市地域と保安林の区域とが重複する場合 

保安林としての利用を優先するものとする｡ 

(2) 市街化区域及び用途地域と保安林の区域以外の森林地域とが重複

する場合 

原則として､都市的な利用を優先するが､緑地としての森林の保

全に努めるものとする｡ 

(3) 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と保安林の区域以外の森

林地域とが重複する場合 

森林としての利用の現況に留意しつつ､森林としての利用との

調整を図りながら､都市的な利用を認めるものとする｡  

 

３ 都市地域と自然公園地域とが重複する地域  

(1) 市街化区域と自然公園とが重複する場合 

自然公園としての機能をできる限り維持するよう調整を図りな

がら､都市的利用を図っていくものとする。 

(2) 市街化調整区域と特別地域とが重複する場合 

自然公園としての保護及び利用を優先するものとする。 

(3) 市街化調整区域と特別地域以外の自然公園地域とが重複する場合 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとする｡ 

 

４ 都市地域と自然保全地域とが重複する地域  

(1) 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と特別地区とが重複する

場合 

自然環境としての保全を優先する。 

農用地としての利用を優先するものとする。 

(2) 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と農用地区域以外の農業

地域とが重複する場合 

土地利用の現況に留意しつつ､農業上の利用との調整を図りな

がら、都市的な利用を認めるものとする。 

  

２ 都市地域と森林地域とが重複する地域  

(1) 都市地域と保安林の区域とが重複する場合 

保安林としての利用を優先するものとする｡ 

(2) 市街化区域及び用途地域と保安林の区域以外の森林地域とが重複

する場合 

原則として､都市的な利用を優先するが､緑地としての森林の保

全に努めるものとする｡ 

(3) 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と保安林の区域以外の森

林地域とが重複する場合 

森林としての利用の現況に留意しつつ､森林としての利用との

調整を図りながら､都市的な利用を認めるものとする｡  

 

３ 都市地域と自然公園地域とが重複する地域  

(1) 市街化区域と自然公園とが重複する場合 

自然公園としての機能をできる限り維持するよう調整を図りな

がら､都市的利用を図っていくものとする。 

(2) 市街化調整区域と特別地域とが重複する場合 

自然公園としての保護及び利用を優先するものとする。 

(3) 市街化調整区域と特別地域以外の自然公園地域とが重複する場合 

両地域か両立するよう調整を図っていくものとする｡ 

 

４ 都市地域と自然保全地域とが重複する地域  

(1) 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と特別地区とが重複する

場合 

自然環境としての保全を優先する。 
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(2) 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と特別地区以外の自然保

全地域とが重複する場合 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとする｡ 

 

５ 農業地域と森林地域とが重複する地域 

(1) 農業地域と保安林の区域とが重複する場合 

保安林としての利用を優先するものとする｡ 

(2) 農用地区域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する場合 

原則として､農用地としての利用を優先するものとするが､農業

上の利用との調整を図りながら､森林としての利用を認めるもの

とする｡ 

(3) 農用地区域以外の農業地域と保安林の区域以外の森林地域とが重

複する場合 

森林としての利用を優先するものとするが､森林としての利用

との調整を図りながら､農業上の利用を認めるものとする｡ 

 

６ 農業地域と自然公園地域とが重複する地域  

(1) 農業地域と特別地域とが重複する場合  

自然公園としての保護及び利用を優先するものとする｡ 

(2) 農業地域と特別地域以外の自然公園地域とが重複する場合 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとする。 

  

７ 農業地域と自然保全地域とが重複する地域  

(1) 農業地域と特別地区とが重複する場合 

自然環境としての保全を優先するものとする｡ 

(2) 農業地域と特別地区以外の自然保全地域とが重複する場合 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとする｡ 

  

８ 森林地域と自然公園地域とが重複する地域  

   両地域が両立するよう調整を図っていくものとする｡ 

  

(2) 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と特別地区以外の自然保

全地域とが重複する場合 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとする｡ 

 

５ 農業地域と森林地域とが重複する地域 

(1) 農業地域と保安林の区域とが重複する場合 

保安林としての利用を優先するものとする｡ 

(2) 農用地区域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する場合 

原則として､農用地としての利用を優先するものとするが､農業

上の利用との調整を図りながら､森林としての利用を認めるもの

とする｡ 

(3) 農用地区域以外の農業地域と保安林の区域以外の森林地域とが重

複する場合 

森林としての利用を優先するものとするが､森林としての利用

との調整を図りながら､農業上の利用を認めるものとする｡ 

 

６ 農業地域と自然公園地域とが重複する地域  

(1) 農業地域と特別地域とが重複する場合  

自然公園としての保護及び利用を優先するものとする｡ 

(2) 農業地域と特別地域以外の自然公園地域とが重複する場合 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとする。 

 

７ 農業地域と自然保全地域とが重複する地域  

(1) 農業地域と特別地区とが重複する場合 

自然環境としての保全を優先するものとする｡ 

(2) 農業地域と特別地区以外の自然保全地域とが重複する場合 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとする｡ 

  

８ 森林地域と自然公園地域とが重複する地域  

   両地域が両立するよう調整を図っていくものとする｡ 
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９ 森林地域と自然保全地域とが重複する地域  

   両地域が両立するよう調整を図っていくものとする｡  

 

 

第３ 土地利用上配慮されるべき公的機関の開発保全整備計画  

 

 豊かで住みよい県土を創造し､これを更に発展させるためには、自然環

境の保全に配意し､生活環境の整備を充実しながら､国や地方公共団体等

による公的機関の開発保全整備計画の実施を推進しなければならない。 

そのため､公的機関による開発保全整備計画については､当該計画に基

づく事業が円滑に実施されるよう土地利用上配慮するものとする｡ 

 

 

 

 

９ 森林地域と自然保全地域とが重複する地域  

   両地域が両立するよう調整を図っていくものとする｡  

 

 

第３ 土地利用上配慮されるべき公的機関の開発保全整備計画  

 

 豊かで住みよい県土を創造し､これを更に発展させるためには、自然環

境の保全に配意し､生活環境の整備を充実しながら､国や地方公共団体等

による公的機関の開発保全整備計画の実施を推進しなければならない。 

そのため､公的機関による開発保全整備計画については､当該計画に基

づく事業が円滑に実施されるよう土地利用上配慮するものとする｡ 

 

 

 

 


